
3款　2項　5目

【会計】介護保険特別会計

3款：地域支援事業費　2項：介護予防・日常生活支援総合事業費　5目：一般介護予防事業費

41

【予算額】

一般財源 国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財

6,744千円 4,816千円 3,010千円 9,513千円

【事業の概要】

【予算額の節別内訳】

予算額

1 報酬

会計年度任用職員報酬 5,806千円

3 職員手当等 400千円

4 共済費

社会保険料 337千円

7 報償費

謝礼金 285千円

講師謝礼 70千円

8 旅費

普通旅費 3千円

パートタイム会計年度任用職員費用弁償（通勤費）401千円

10 需用費

消耗品費 495千円

印刷製本費 387千円

自動車需用費 80千円

11 役務費

通信費 293千円

保険料 52千円

12 委託料

物忘れ相談、教室等の医師他への謝礼（102件分）

講演会講師料（1回分）

事業の概要
・介護予防教室・講演会・イベント・出前講座の実施、パンフレット作成・配布による普及啓発、佐倉ふるさと体
操・わくわく体操等による住民運営の場の充実を図ります。

令和6年度　当初予算要求事業内容説明書

第1章　ともに支え合い誰もがいきいきと暮らせるまち（福祉・健康・子育て）

施策3　介護予防を推進します

事業 介護予防普及啓発事業

担当所属 高齢者福祉課

予算要求額
（財源内訳）

24,083千円

基本施策3　高齢者福祉

会計年度任用職員報酬（5人分）

会計年度任用職員分期末勤勉手当

会計年度任用職員（保健師）に係る社会保険料

事業の目的
・地域において自主的な介護予防に資する活動が広く実施され、高齢者が自らこれらの活動に参加し、介護
予防に向けた取り組みを実施する地域社会を構築します。

事業の効果
・介護予防に関する基本的な知識の普及啓発を図ることにより、地域での自主的な介護予防の取り組みの推
進に寄与することができます。

節 説明

職員の出張に要する交通費

会計年度任用職員分通勤費

ファイル、コピー用紙、パンフレット、運動用具等

介護予防手帳等（2200部）、封筒類（3,000枚）の印刷代

ガソリン代、法定点検費用

事業に係る郵便料（2,860通）

介護予防事業参加者用団体総合補償制度費用保険1件



一般介護予防事業委託料 14,885千円

13 使用料及び賃借料

機器賃借料 314千円

インターネットサービス使用料 275千円

24,083千円計

地域包括支援センター業務委託、介護予防教室等業務委託

認知機能測定用タブレット端末賃借料

認知機能測定オンラインシステム利用料


